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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第59期

第２四半期

累計期間

第60期

第２四半期

累計期間

第59期

第２四半期

会計期間

第60期

第２四半期

会計期間

第59期

会計期間
自　平成21年３月１日

至　平成21年８月31日

自　平成22年３月１日

至　平成22年８月31日

自　平成21年６月１日

至　平成21年８月31日

自　平成22年６月１日

至　平成22年８月31日

自　平成21年３月１日

至　平成22年２月28日

売上高 （百万円） 11,872 17,109 6,117 8,689 26,256

経常利益又は経常損失
（△）

（百万円） △518 314 △69 163 △441

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（百万円） △300 263 △7 109 △229

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） 2 4 0 1 5

資本金 （百万円） － － 2,291 2,291 2,291

発行済株式総数 （千株） － － 5,111 5,187 5,179

純資産額 （百万円） － － 10,345 10,679 10,415

総資産額 （百万円） － － 13,826 15,169 14,539

１株当たり純資産額 （円） － － 1,618.181,675.851,624.98

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期（当期）
純損失金額（△）

（円） △61.96 53.24 △1.63 22.06 △47.04

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － 35.99 － 14.92 －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 74.8 70.4 71.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,977 △104 － － 1,801

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,029 101 － － △1,614

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,499 △2 － － △1,499

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 1,025 257 263

従業員数 （人） － － 329 303 330

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第59期第２四半期累計期間および第59期第２四半期会計期間ならびに第59期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期（当期）純損失であるため

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はありま

せん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　提出会社の状況

平成22年８月31日現在

従業員数(名) 303 （42）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員です。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）です。

３　臨時従業員は、パートタイマーの従業員です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績を取扱商品別に示すと、次のとおりであります。

取扱商品名 　仕入高(百万円) 前年同期比(％)

　切削工具 3,842 ＋64.7

　機械工具 1,771 ＋44.6

　産業機器 1,800 ＋47.4

　工作機械 195 ＋99.7

　そ の 他 87 △7.7

合計 7,697 ＋54.8

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を取扱商品別に示すと、次のとおりであります。

取扱商品名 　販売高(百万円) 前年同期比(％)

　切削工具 4,449 ＋49.6

　機械工具 1,971 ＋34.0

　産業機器 1,955 ＋34.8

　工作機械 210 ＋93.6

　そ の 他 102 △9.3

合計 8,689 ＋42.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間（平成22年６月１日～平成22年８月31日）における当社を取り巻く経済環境は、新興国向

けの需要回復や政府の景気対策の効果等により一部景気回復の兆しが見られたものの、デフレや円高の進行等により

企業の収益環境や設備投資は依然として厳しく、先行き不透明な状況で推移しました。

このような状況のもと、当社はユーザーニーズを見据えた卸業に特化する営業戦略“ＮＥＳＳプラン”の推進を

図り、提案営業を積極的に展開しました。その結果、当第２四半期会計期間の売上高は86億89百万円（前年同期比

42.0％増）となりました。

取扱商品別売上高は、切削工具は自動車産業、電子機器産業の生産活動が持ち直したこと等の影響で44億49百万円

（前年同期比49.6％増）となりました。また機械工具は19億71百万円（同34.0％増）、産業機器は19億55百万円（同

34.8％増）、工作機械は２億10百万円（同93.6％増）となりました。

利益面では、売上高の増加と経費削減の徹底等により営業利益は82百万円（前年同期は営業損失１億18百万円）、

経常利益は１億63百万円（前年同期は経常損失69百万円）となり、四半期純利益は１億９百万円（前年同期は四半期

純損失７百万円）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の資産、負債および純資産の状況は、以下のとおりです。

　
① 資産

総資産は、151億69百万円と前事業年度末から６億30百万円増加しました。これは、繰越欠損金の減少のため繰延

税金資産が１億31百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が５億87百万円、たな卸資産が２億70百万円増加し

たことが主な要因です。

　
② 負債

負債は、44億90百万円と前事業年度末から３億66百万円増加しました。これは、支払手形及び買掛金が２億38百

万円増加したことが主な要因です。

　
③ 純資産

純資産は、106億79百万円と前事業年度末から２億63百万円増加しました。これは、四半期純利益２億63百万円に

より利益剰余金が増加したことが主な要因です。なお、自己資本比率は70.4％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益１億65百万円、仕入債務の増加２億15百万円、法人税等の還付額１億84百万円等の増加要因

があったものの、売上債権の増加６億57百万円の減少要因等により、86百万円の支出超過となりました（前年同期

は９億97百万円の収入超過）。

　

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の減少１億円等の増加要因により、97百万円の収入超過となりました（前年同期は８億４百万円の

支出超過）。

　

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

重要な変動はありません（前年同期は７億52百万円の支出超過）。

　

④ 現金及び現金同等物の増減

以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は、第１四半期会計期間末から９百万円増加し、２億57百万円

となりました（前年同期は10億25百万円）。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

　

第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

　

②　【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年８月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年10月７日)

上場金融商品取引所名

または登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 4,946,519 4,946,519
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数
10株
(注)５

第一回優先株式

（当該優先株式は行使
価額修正条項付新株予
約権付社債券等です）

91,022 91,022非上場・非登録
（注）１.２.３.

４.５.６

第二回優先株式

（当該優先株式は行使
価額修正条項付新株予
約権付社債券等です）

150,000 150,000非上場・非登録
（注）１.２.３.

４.５.６

計 5,187,541 5,187,541 － －

（注）１ 優先株式は現物出資（借入金の株式化 発行額25億円）によって発行されたものです。

２ 優先株式は金融支援の一環として借入金の株式化を行ったことにより発行されたため、議決権を有しておりま

せん。優先株式の単元株式数は１株です。

３ 定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

４ 優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債等に関する事項について、権利の行使および売買の所有

者との間の取り決めはありません。

５ 提出日現在の発行数には、平成22年10月１日からこの四半期報告書提出日現在までの優先株式の取得請求権の

行使により発行された株式数は含まれておりません。

６ 優先株式の内容は次項のとおりです。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。
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　 第一回優先株式 第二回優先株式

特徴 転換予約権付優先株式

発行総額 10億円 15億円

発行株数 100,000株 150,000株

発行価額 10,000円

優先配当金

配当額
円Tibor＋1.00％ 円Tibor＋1.50％

但し、１株当り1,000円を超える場合は、1,000円とする。

非累積条項
ある営業年度において優先配当金の全部または一部を支払わない時は、
その不足額を翌営業年度以降に累積しない。

非参加条項 優先配当金を超えて利益配当を行わない。

優先中間配当 優先株式の中間配当は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

　 　 普通株式へ転換を請求することが出来る。

　 転換請求期間 平成21年７月１日以降 平成23年７月１日以降

　 当初転換価額 1,076円

転換予約権 転換価額の修正 転換価額修正日の時価に修正されるものとする。

　 　 転換価額修正日
平成22年３月１日以降の
毎年３月１日

平成24年３月１日以降の
毎年３月１日

　 　 転換価額の上限 当初転換価額の100％

　 　 転換価額の下限 当初転換価額の70％

普通株式へ転換後第一回目の配当の
取扱

転換の請求が３月１日から８月31日までになされたときには３月１日
に、９月１日から翌年２月末日までになされたときは９月１日にそれぞ
れ転換があったものとみなして支払う。

残余財産の分配

優先分配額 10,000円

非参加条項 優先分配額を超えて残余財産分配は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

消却 配当可能利益をもって、いつでも買入消却することが出来る。

議決権 株主総会において議決権を有しない。

権利調整
株式の併合または分配は行わない。新株の引受権、新株予約権の引受権、
新株予約権付社債の引受権または分離して譲渡することができる新株予
約権および社債の引受権を与えない。

（注）平成22年３月１日付けで第一回優先株式の転換価額を921円に修正しました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

第一回優先株式

　
第１四半期会計期間
(平成22年３月１日から
  平成22年５月31日まで)

第２四半期会計期間
(平成22年６月１日から
  平成22年８月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数（個）
1,605 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株）
17,426 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価

額等（円）
921 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使され

た当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

の数の累計（個）

10,583 10,583

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交

付株式数（株）

100,858 100,858

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平

均行使価額等（円）

1,049 1,049

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資

金調達額（百万円）

― ―

　

第二回優先株式

　
第１四半期会計期間
(平成22年３月１日から
  平成22年５月31日まで)

第２四半期会計期間
(平成22年６月１日から
  平成22年８月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数（個）
― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株）
― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価

額等（円）
― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使され

た当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

の数の累計（個）

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交

付株式数（株）

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平

均行使価額等（円）

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資

金調達額（百万円）

― ―

（注）第二回優先株式の取得請求権行使期間は平成23年７月１日以降です。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年８月31日 ― 5,187,541 ― 2,291 ― 2,285

　

(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成22年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500,000 48.19

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 310,896 5.99

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 309,496 5.96

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 309,080 5.95

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308,000 5.93

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156,890 3.02

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154,700 2.98

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154,130 2.97

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 154,030 2.96

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 97,270 1.87

計 － 4,454,492 85.86

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。
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所有議決権数別

平成22年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の

議決権に対する

所有議決権数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 250,000 50.57

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 31,089 6.28

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 30,949 6.26

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 30,908 6.25

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 30,800 6.23

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 15,689 3.17

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

15,470 3.12

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 15,413 3.11

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 15,403 3.11

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 9,727 1.96

計 － 445,448 90.10

（注）総株主の議決権に対する所有議決権数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 241,022 － （注）１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,780

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,943,460 494,346 （注）２

単元未満株式 普通株式 279 － －

発行済株式総数　普通株式 　 4,946,519 － －

優先株式 241,022 － －

総株主の議決権 － 494,346 －

（注)１　第一回優先株式91,022株、第二回優先株式150,000株。内容については、「（1）株式の総数等、②発行済株式」

に記載のとおりであります。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（失念株式）が40株（議決権の数４

個）含まれています。
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②　【自己株式等】

平成22年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社NaITO

東京都北区昭和町

二丁目１番11号
2,780 － 2,780 0.05

計 － 2,780 － 2,780 0.05

（注）自己株式は普通株式です。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

（1）普通株式

月別
平成22年

３月

 

４月

 

５月

 

６月

 

７月

 

８月

最高(円) 1,020 1,070 1,014 1,009 945 935

最低(円) 833 900 880 890 800 820

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月はジャスダック証券取引所、４月以降は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に

おけるものです。

　

（2）第一回優先株式および第二回優先株式

第一回優先株式および第二回優先株式は非上場であるため、該当事項はありません。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成21

年３月１日から平成21年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成22

年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）

は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21年

８月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財務諸表

については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８

月31日まで）および当第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついては、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日を

もって有限責任 あずさ監査法人となりました。

　

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 257 263

受取手形及び売掛金 8,353 ※3
 7,765

たな卸資産 ※4
 2,487

※4
 2,216

短期貸付金 1,500 1,600

その他 219 397

貸倒引当金 △8 △100

流動資産合計 12,809 12,143

固定資産

有形固定資産 ※1
 258

※1
 183

無形固定資産 81 91

投資その他の資産

投資有価証券 386 381

繰延税金資産 277 418

敷金及び保証金 1,343 1,307

その他 36 48

貸倒引当金 △17 △29

投資損失引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 2,020 2,121

固定資産合計 2,360 2,396

資産合計 15,169 14,539

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,896 ※3
 2,658

短期借入金 500 500

未払法人税等 24 24

賞与引当金 80 23

その他 185 162

流動負債合計 3,687 3,368

固定負債

退職給付引当金 636 670

役員退職慰労引当金 23 22

その他 143 62

固定負債合計 803 755

負債合計 4,490 4,124

純資産の部

株主資本

資本金 2,291 2,291

資本剰余金 2,285 2,285

利益剰余金 6,097 5,834

自己株式 △10 △10

株主資本合計 10,664 10,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 15 14

評価・換算差額等合計 15 14

純資産合計 10,679 10,415

負債純資産合計 15,169 14,539
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

売上高 11,872 17,109

売上原価 10,697 15,207

売上総利益 1,175 1,901

販売費及び一般管理費 ※1
 1,791

※1
 1,750

営業利益又は営業損失（△） △616 151

営業外収益

受取利息 17 19

仕入割引 180 277

その他 17 17

営業外収益合計 215 314

営業外費用

支払利息 6 2

売上割引 99 144

その他 12 4

営業外費用合計 117 151

経常利益又は経常損失（△） △518 314

特別利益

退職給付制度終了益 102 －

貸倒引当金戻入額 － 93

その他 16 0

特別利益合計 118 94

特別損失

固定資産処分損 2 0

投資有価証券評価損 － 1

特別損失合計 2 1

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △402 407

法人税、住民税及び事業税 17 13

法人税等調整額 △119 131

法人税等合計 △101 144

四半期純利益又は四半期純損失（△） △300 263
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【第２四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

売上高 6,117 8,689

売上原価 5,366 7,708

売上総利益 750 980

販売費及び一般管理費 ※1
 869

※1
 898

営業利益又は営業損失（△） △118 82

営業外収益

受取利息 4 8

仕入割引 89 134

その他 10 10

営業外収益合計 104 152

営業外費用

支払利息 2 1

売上割引 49 70

その他 3 0

営業外費用合計 55 71

経常利益又は経常損失（△） △69 163

特別利益

貸倒引当金戻入額 6 3

保証債務取崩益 1 0

特別利益合計 8 3

特別損失

固定資産処分損 2 0

投資有価証券評価損 － 1

特別損失合計 2 1

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △63 165

法人税、住民税及び事業税 9 5

法人税等調整額 △64 50

法人税等合計 △55 56

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7 109

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

四半期報告書

16/26



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△402 407

減価償却費 36 33

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △103

退職給付引当金の増減額（△は減少） △131 △34

受取利息及び受取配当金 △28 △29

支払利息 6 2

売上債権の増減額（△は増加） 3,306 △587

たな卸資産の増減額（△は増加） 736 △270

仕入債務の増減額（△は減少） △51 238

その他 △141 49

小計 3,311 △295

利息及び配当金の受取額 20 22

利息の支払額 △4 △1

法人税等の支払額 △349 △14

法人税等の還付額 － 184

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,977 △104

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20 △2

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

短期貸付金の増減額（△は増加） △2,000 100

その他 △4 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,029 101

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,350 －

リース債務の返済による支出 － △2

配当金の支払額 △149 △0

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,499 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △551 △5

現金及び現金同等物の期首残高 1,576 263

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,025

※1
 257
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)

該当事項はありません。
　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)

（四半期損益計算書関係）

　前第２四半期累計期間において特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、特別利益の総額の100分

の20を超えたため当第２四半期累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期累計期間の特別利益の「その

他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は、13百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法によっており

ます。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等および一時差異の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)

該当事項はありません。
　

　

【追加情報】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)

貸倒懸念債権にかかわる貸倒引当金の計上方法については、従来、平成15年12月の「株式会社内藤　再建計画」当初

において、取引先選別その他の混乱があり安定した貸倒データ等の収集が困難なことから、債務者の暫定的な信用リス

クを考慮して見積もり算定した貸倒懸念債権の回収不能見込額を貸倒引当金に計上してきました。その後６年以上経

過し、与信管理を厳格に行える組織体制の整備・運用ができるようになったことに加え、正常な営業活動のもとでの貸

倒引当金の見積もりも可能な環境になってきたことから、貸倒懸念債権に対する貸倒引当金を従来よりも合理的かつ

精緻に見積もるため、第１四半期会計期間より、滞留期間等に応じて回収不能見込額を見積もる方法に変更しておりま

す。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期累計期間に係る貸倒引当金繰入額は87百万円減少し

税引前四半期純利益は同額増加しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末

(平成22年８月31日)

前事業年度末

(平成22年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 255百万円

　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 234百万円

　

　２ 受取手形裏書譲渡高 171百万円

　

　２ 受取手形裏書譲渡高 153百万円

　

　３　　　　　　　　―――――――― ※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当事業年度末が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

　 受取手形 358百万円

支払手形 13百万円

※４　たな卸資産の内訳 ※４　たな卸資産の内訳

商品 2,483百万円

貯蔵品 4百万円

　

商品 2,212百万円

貯蔵品 4百万円

　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳 ※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 712百万円

　賃借料 226百万円

　荷造運賃 179百万円

　退職給付費用 99百万円

　法定福利費 91百万円

　賞与引当金繰入額 24百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 4百万円
　

　給料手当及び賞与 649百万円

　退職給付費用 89百万円

　賞与引当金繰入額 80百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間

(自　平成22年６月１日

　至　平成22年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 354百万円

　賃借料 114百万円

　荷造運賃 91百万円

　退職給付費用 49百万円

　法定福利費 45百万円

　賞与引当金繰入額 11百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 2百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 322百万円

　賞与引当金繰入額 59百万円

　退職給付費用 45百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 2百万円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

※１現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と
当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係（平成21年８月31日現在）

※１現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と
当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係（平成22年８月31日現在）

　

現金及び預金 1,025百万円

現金及び現金同等物 1,025百万円

　

　

現金及び預金 257百万円

現金及び現金同等物 257百万円

　
　 　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年８月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31

日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期会計期間末

(株)

普通株式 4,946,519

第一回優先株式 91,022

第二回優先株式 150,000

計 5,187,541

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期会計期間末

(株)

普通株式 2,786

第一回優先株式 1,605

計 4,391

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

　

持分法を適用した場合の投資利益の金額 2百万円

　

　

持分法を適用した場合の投資利益の金額 4百万円

　
　 　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間

(自　平成22年６月１日

　至　平成22年８月31日)

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資
の金額

33百万円

持分法を適用した場合の投資
利益の金額

0百万円

　

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資
の金額

36百万円

持分法を適用した場合の投資
利益の金額

1百万円

　
　 　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期会計期間末

(平成22年８月31日)

前事業年度末

(平成22年２月28日)

　

１株当たり純資産額 1,675円85銭

　

　

１株当たり純資産額 1,624円98銭
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２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

 

１株当たり四半期純損失金額 61円96銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 53円24銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

35円99銭

　
　 　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
△300 263

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
△300 263

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,848 4,940

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

（百万円）

－ －

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 2,367

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前事業年度末から重要な変動がある場

合の概要

－ －

　

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

四半期報告書

22/26



　

第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

 

１株当たり四半期純利益金額 △1円63銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 22円06銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

14円92銭

　
　 　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
△7 109

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
△7 109

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,853 4,943

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

（百万円）

　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 2,364

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前事業年度末から重要な変動がある場

合の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年10月15日

株式会社NaITO

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　田　　順

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　川　　勝

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社NaITOの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第59期事業年度の第２四半期会計期間（平成21

年６月１日から平成21年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社NaITOの平成21年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月７日

株 式 会 社 N a I T O

取 締 役 会 御 中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　山　田　　　順

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　山　川　　　勝

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　木　造　　眞　博

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社NaITOの平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（平成22

年６月１日から平成22年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社NaITOの平成22年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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